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研究成果の概要（和文）：看護職に対するスタンダードプレコーション（標準予防対策）への有

効な研修内容と継続困難な影響要因について検討した。研修は，一度のみでなく、3～6カ月ご

とに年齢別研修を定期的に繰り返すともに、効果的な手洗いの手技への自信の継続のために、

効果に関する知識と洗浄度を数値で示す必要性が示された。また、感染対策マニュアルの具体

的な内容に基づくプログラム構成とし、その内容や改訂情報を頻繁に流してマニュアルへの認

知度を高める重要性が示唆された。 

 

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study was to clarify the contents of effective 

training and factors with difficult continuation for standard precaution among nurses. The 

necessity was suggested that the trainings divided into the class according to age 
repeats every 3-6 months periodically, and, the knowledge about the effects and the 
rank of washing as digital data are shown to maintain the confidence in effective 
washing skill. This study was indicated about the importance that the training had 
program composition based on the concrete contents of the infection control manual, 
and the importance which release the contents and revised information frequently to 
promote the recognition of infection control manual. 
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１．研究開始当初の背景 

米国では，1996年に，普遍的感染予防対策
（Universal Precaution）から改訂されたス
タンダードプレコーション（標準的感染予防
対策；Standard Precaution）が実践され，

わが国でも 1999 年に日本環境感染学会が院
内感染に関する全国調査が実施された。スタ
ンダードプレコーションの実践により，院内
感染の発生率低下が明らかにされているが，
厚生労働省及び国立感染症研究所により公
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開されている院内感染対策サーベイランス
をみても，院内感染は未だに多くの医療機関
で発生しており，現在実践されている感染予
防対策が十分であるとは言い難い。 

そこで，平成 19-20 年度科学研究費補助金 
基盤研究(C)（課題番号：19592444，研究課
題：日本における看護職によるスタンダード
プレコーションの実践の普及に関する介入
研究）により，以下の結果が示唆された。看
護職は，今までの職場で手洗いに関する教育
を複数回以上受け，半数以上が講義・演習・
手洗い試験による教育を受けていた。そこで，
対象者には感染予防対策の研修会として，特
に，手洗い・手袋装着について講義・演習・
手洗い試験による教育内容を実施したとこ
ろ，適切な手洗い・手袋装着が実践されるこ
とが確認された。以上のことから，看護職が
重要と認識しているスタンダードプレコー
ションの実践内容については，講義により知
識の確認をした上で，適切な感染予防対策が
実践されるよう，教育内容には，手洗い・手
袋の着用・速乾性すり込み式手指消毒剤の適
切な使用を推進することや，現在実践されて
いる感染予防対策が持続されるよう，継続的
に教育を実施する必要性が明らかとなり，試
作としての推奨されるガイドラインが示唆
された。 

 

２．研究の目的 

 研究の背景により，看護職は，手洗いに関
する教育を複数回以上受けている一方で，受
けたことがないとする者もおり，手指や皮膚
に使用する消毒剤については，偏った知識で
あるなど,看護師の知識・技術内容に，偏りが
あることがわかった。また，現在実践されて
いる感染予防対策がより的確に持続される
よう，継続的に教育を実施する必要性も明ら
かとなり，それらを盛り込んだガイドライン
を試作した。 

 そこで，本研究では看護職が実践している
手洗いを主とした感染予防対策における重
要項目に関し，先の試作ガイドラインと照合
した後，必要な研修スケジュールを計画し，
介入によってその効果を評価することで,試
作ガイドラインの妥当性を検証する。また，
教育された感染予防対策の項目の中で，継続
困難な項目や要因は何かを抽出し，使用した
試作のガイドラインを，継続困難な項目や要
因をふまえた上で，修正する。 

 

３．研究の方法 

1）調査対象 
2 つの小規模病院に勤務する看護師で、調

査期間に複数回実施した調査のいずれかに
おいて協力を得られた者のうち、有効回答が
得られた 72 名を解析対象者とした。 
2）介入時期および調査時期 

 感染予防対策に関する研修を実施し，研修
前・研修直後・研修 3 か月後・6 か月後・12
か月後の ATP ふき取り調査および意識調査を
実施する。介入時期及び調査時期・調査内容
は以下のとおりである。 
①介入前（2010 年 3 月） 

ATP ふき取り調査および感染予防に対す
る意識調査 

②介入（2010 年 6～7 月） 
感染予防に関する研修：感染予防に関す
る基礎的知識の講義及び実践としての
手洗い（スクラブ法・ラビング法）・手
袋装着の演習 
演習時の手洗いの効果判定：手洗い評価
キットによる洗い残しの視覚的な確認
（紫外線照明による蛍光着色剤の残留
確認） 

③介入直後（2010 年 7～8月） 
ATP ふき取り調査および感染予防に対す
る意識調査 

④介入後 3か月（2010 年 10～11 月） 
ATP ふき取り調査および感染予防に対す
る意識調査 

⑤介入後 6カ月（2011 年 1～2月） 
ATP ふき取り調査および感染予防に対す
る意識調査 

⑥介入後 12 カ月（2011 年 7～8月） 
ATP ふき取り調査および感染予防に対す
る意識調査 

3）感染予防行動（手洗い・手袋装着）の内
容調査の測定方法と項目 

①ATP ふき取り検査（ルミテスターPD20）に
よる手洗いの効果判定 
 
表 1.  RLU 値による洗浄度ランクの分類 
 
 
 
 

基準値の設定：食品衛生機関で設定されてい
る値を参考にランクⅠ～Ⅸを設定 

測定値の定義：測定値（RLU 値）は，表 1 の
ような洗浄度ランクⅠ～Ⅸに分けられる。 

測定器具：ルミテスターPD-10N＆ルシパック
ワイド（キッコーマン株式会社バイオケミ
カル事業部） 

測定方法：ふき取り検査 
測定の原理：生命活動が行われているところ
に存在する Adenosine triphosphate（アデ
ノシン三リン酸：以下 ATP）の特徴から，
微生物・体液・食物残渣等の汚れに存在す
ることを利用し，ルシフェリンと酸素の存
在下で、ルシフェラーゼ（酵素）との反応
によって AMP に変化する際、光エネルギ
ーが放出される（生物発光）ことから，そ
の発光量を測定することにより，比例関係
にある ATP の量を知る。 



 

 

②感染予防に対する意識調査 
自記式質問紙の配付と回収（留め置き法） 
調査項目：属性（性別，年齢，病棟，最終
教育歴），手指衛生に関する研修会の参加
の有無，手指衛生に関する手技への認識 4
項目，環境整備に関する感染予防対策への
認識 2 項目，消毒剤に関する認識 2 項目，
感染対策マニュアルに関する認識 2 項目， 
計 15 項目（研修前） 
上記に加え，感染予防対策の研修会に対す
る認識 4項目，計 19 項目（研修後） 

4）分析方法 
 本研究は感染予防対策において施設間の
差を明らかにすることではなく、継続困難な
項目や要因を明らかにすることが目的であ
る。協力を得られた各病院の対象者の年齢構
成を、調査時期ごとに群間比較し、有意差が
ないことも確認できたため、2 つの病院の対
象者を 1つの集団として分析することとした。 
異なる調査時期においては，同一の調査対

象者を識別する必要があるため，初回の調査
への参加の際に調査用 ID を配付した。12 カ
月に及ぶ調査であったため，退職・異動・勤
務状況などにより，１年間の調査期間におい
て、継続して同一の対象者からの調査用紙の
回収困難となったため，統計学的解析として，
各時期ごとに，属性データによるクロス集計
を行った。群間比較として，χ2検定，同一の
対象者における研修前後の比較は，Wilcoxon
符号付順位検定および混合分散分析を行っ
た。分析には，エクセル統計 2010（SSRI）お
よびエクセルアドインソフトである経時デ
ータ分析（株式会社エスミ）を使用し，有意
水準は 5％とした。 
5）倫理的配慮 
 本研究を行うにあたり，対象者および対象
者が所属する所属長に対し，事前に研究の目
的と倫理的配慮について，文書および口頭に
て，十分に説明し，承諾を得た。また，本研
究を行うにあたり，調査内容や個人情報の取
り扱いについては，奈良県立医科大学 医の
倫理委員会における倫理審査を受け，承認を
得た（承認番号 221）。 
 
４．研究成果 
(1)対象者の属性 
 対象者の属性を表 2及び表 3に示した。対
象者の性別・年齢別分類をみると，調査後の
経時的変化に有意な差はみられなかった。 
 年齢では，介入前の協力者は 26～30 歳が
最も多かったが、その後は 31～35 歳が介入
12 ヶ月後まで最も多かった。また、介入直後
からの経時的変化をみると、30 歳以下の若い
年齢層は介入直後から 3ヶ月後に一部脱落し、
その後、再参加しているが、30 歳代～40 歳
代前半では、増減ないあるいは増加傾向にあ
った。40 歳代後半以後の年齢層では、介入直

後が最も多く、経時的に若干の脱落がみられ
た。 

表 2.対象者の性別と年齢別分類 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（ ）は調査時期ごとの全数に対する割合を示す 

 
表 3.対象者の勤務病棟と教育背景による分類 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
* P<.05 

（ ）は調査時期ごとの全数に対する割合を示す 

 
対象者の勤務病棟・最終教育歴別に分類を

みると，一部若干の脱落はみられたが、調査
後の経時的変化に有意な差はみられなかっ
た。 
以上より，年齢層によって経時的変化の傾

向に特徴がみられることや、介入 3カ月後か
ら介入 6カ月後までに若干の脱落がみられた
ことから、年齢層の特徴をふまえた介入直後
に高まっている感染予防対策への関心をど
う維持するかが課題として示唆された。した
がって，感染予防対策の研修は、一度で終わ
るのではなく、3～6 カ月ごとに年齢層による
クラス別研修を繰り返し行うなど、定期研修
として位置づけることが重要であると思わ
れた。 
 
(2)研修による RLU 値の経時的変化と年齢と
の関連 

72 (100.0) 19 (100.0) 44 (100.0) 40 (100.0) 40 (100.0) 49 (100.0)

男性 3 (  4.2) 0 (  0.0) 2 ( 4.5) 2 ( 5.0) 0 (  0.0) 2 ( 4.1)

女性 69 (95.8) 19 (100.0) 42 (95.5) 38 (95.0) 40 (100.0) 47 (95.9)

20-25歳 9 (12.5) 1 ( 5.3) 5 (11.4) 3 ( 7.5) 5 (12.5) 6 (12.2)

26-30歳 11 (15.3) 7 (36.8) 8 (18.2) 6 (15.0) 4 (10.0) 6 (12.2)

31-35歳 20 (27.8) 3 (15.8) 9 (20.5) 10 (25.0) 10 (25.0) 13 (26.5)

36-40歳 12 (16.7) 2 (10.5) 7 (15.9) 7 (17.5) 8 (20.0) 9 (18.4)

41-45歳 3 (  4.2) 2 (10.5) 2 ( 4.5) 2 ( 5.0) 2 ( 5.0) 3 ( 6.1)

46歳以上 17 (23.6) 4 (21.1) 13 (29.5) 12 (30.0) 11 (27.5) 12 (24.5)

介入12カ月後

性別

年齢

全期間 介入前 介入直後 介入3カ月後 介入6カ月後

72 19 44 40 40 49

外科系 9 (12.5) 4 (21.1) 5 (11.4) 5 (12.5) 5 (12.5) 6 (12.2)

内科系 19 (26.4) 8 (42.1) 10 (22.7) 9 (22.5) 10 (25.0) 13 (26.5)

混合 17 (23.6) 6 (31.6) 11 (25.0) 13 (32.5) 13 (32.5) 14 (28.6)

その他 27 (37.5) 1 ( 5.3)* 18 (40.9) 13 (32.5) 12 (30.0) 16 (32.7)

専門学校卒 57 (79.2) 16 (84.2) 35 (79.5) 32 (80.0) 35 (87.5) 42 (85.7)

短大・大卒 12 (16.7) 3 (15.8) 8 (18.2) 6 (15.0) 4 (10.0) 6 (12.2)

その他 3 ( 4.2) 0 ( 0.0) 1 ( 2.3) 2 ( 5.0) 1 ( 2.5) 1 ( 2.0)

勤務病棟

最終教育歴

全期間 介入前 介入直後 介入3カ月後 介入6カ月後 介入12カ月後



 

 

 研修による RLU 値（洗浄度ランク）の経時
的変化を、研修の受講の有無ごと（介入あり
群・なし群）に分けた上で、年齢との関連を
図 1～4に示した。年齢は、前述の結果から、
30 歳までの若年層と、31 歳以後の熟練層の 2
群に分けた。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3.介入なし群の若年層 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4.介入なし群の熟練層 

 
 RLU 値による洗浄度ランクの分類では，ラ

ンクⅣ以上が，管理基準値として衛生上，不
適切とされる「汚い」状態を示す。 
介入あり群においては、若年層は、介入前

後での変化はみられず、ランクⅣが最も多か
ったが、介入 3カ月後にランクⅢを示す者が
多くなった。6 カ月後にはランクⅢが 6 名か
ら 3 名へと減少し、12 ヶ月後には介入前の
分布に近似する状態となった。 
介入あり群の熟練層では、若年層と異なり、

介入前はランクⅡ・Ⅳが最も多い M型を示し
た。3カ月後にはランクⅣが 14 名と最も多く
なったが、その後、ランクⅢが最も多い状態
となった。 
介入なし群は、対象者数が少ないため、参

考までに示した。若年層・熟練層ともに、経
時的変化に関わらず、いずれもランクⅣが最
も多く、次いでランクⅢ・Ⅴが多いという結
果が得られた。 
そこで、研修による RLU 値の平均値の経時

的変化を、研修の受講の有無ごと（介入あり
群・なし群）に分けた上で、年齢との関連を
図 5に示した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5.介入の有無と年齢ごとの RLU値の平均値の経

時的変化 

 
RLU 値の平均値の経時的変化においても、

洗浄度ランク）の経時的変化と同様に、介入
あり群の若年層は、介入前後での変化はみら
れず、介入 3 カ月後に改善するが、6 カ月後
には介入直後の平均値に戻り、12 ヶ月後ま
でに介入前の分布に近似する状態となった。 
一方、介入あり群の熟練層では、若年層と

異なり、介入 3 カ月後まで改善はみられず、
6カ月後に改善がみられた後、12 カ月後には
ほぼ介入前に近似する状態となった。介入な
し群では、時期に関わらず、あまり変化がみ
られなかった。 
以上より、感染予防対策の研修は、若年

層・熟練層ともに効果があることが確認され
たが、熟練層よりも若年層は適切な手洗いが
行われているとはいえず、介入によって 3カ
月後には改善されるものの、再度の介入がな
ければ再び元の状態の手洗いに戻ることが
示唆された。一方、熟練層は、手洗いを適切
に行っている者とそうでない者が存在し、介
入によって改善されるが、3 カ月後までには
洗浄度ランクが低下するものの、その後、よ
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図 1.介入あり群の若年層 

図 2.介入あり群の熟練層 



 

 

り改善されることが示された。したがって、
若年層には 6カ月程度ごとに研修を繰り返す
こと、また熟練層には 3カ月ごとに追加の研
修を実施することが重要であると考えられ
た。 
 
(3)手指衛生に関する手技への認識の変化 
自分の手指衛生に関する手技への認識に

ついて、経時的変化と RLU 値（洗浄度ランク）
との関連を表 4に示した。 

 
表4.手指衛生に関する手技への認識の経時的変化

と洗浄度との関連 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
手指衛生に関する手技について、自分の手

技は正しいと思っている者は、いずれの時期
も若干名しかおらず、ほとんどが「まあまあ
正しいと思う」と回答した。介入後、3～6カ
月では、ランクⅢの者が他のランクよりも多
くなっており、自分の手技に自信がついたこ
とが示唆された。しかし、12 カ月後には再び
ランクⅣ以下の者が多くなっており、洗浄度
ランクと認識に齟齬が生じることが示され
た。 
 これらより、手指衛生に関する研修は、6
カ月を目途に再度実施し、手技に対する自信
を継続できるよう、洗浄度を示す必要性が示
唆された。 
(4) 速乾性すり込み式手指消毒剤の知識の
変化 
 表 5に，速乾性すり込み式手指消毒剤の効
果への認識について、経時的変化と RLU 値（洗
浄度ランク）との関連を示した。 
介入前は、「効果がないと思う」とした者

が 10 名と多かったが、介入直後には「効果
があると思う」とした者の方が 22 名と増加
し、3 カ月後まで継続した。しかし、6 カ月
後からは、再び「効果がないと思う」とした
者が多くなった。 

表 5. 速乾性すり込み式手指消毒剤の効果への認

識の経時的変化と RLU 値（洗浄度ランク）

との関連 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
一方、「効果がないと思う」とした者は、

介入直後からあまり変化はなく、6 カ月～12
カ月後から増加した。 
このことから、手指衛生に関する研修にお

いては，速乾性すり込み式手指消毒剤（ラビ
ング法）の効果が、洗浄による手洗い（スク
ラブ法）よりも大きく、目に見える汚れやべ
たづきがない限り、ラビング法が推奨されて
いるという具体的な説明をし、知識の定着が
促進するよう、繰り返し、研修の内容に組み
込む必要性があることが示された。 
 
 (5)感染対策マニュアルに関する認識の変
化 
感染対策マニュアルに関する認識につい

て、経時的変化と RLU 値（洗浄度ランク）と
の関連を表 6に示した。 
 マニュアルを読んだことがある者は，介入
前・介入直後ともに 8割以上であり、ランク
Ⅲ・Ⅳの者が介入後 3～6 カ月後に有意に増
加した。 
マニュアルの改訂間隔については、いずれ

の時期も、「知らない」とした者が多く、介
入後 3カ月後まで 8割同程度存在した。その
後、6～12 カ月後に、ランクⅢ・Ⅳにおいて
「知っている」とした者が増加傾向を示した。 
 以上のことから，感染対策マニュアルは，
その改訂間隔を知らない者が多かったこと
からも、読んだ者は一度だけで，以後，読ま
ない可能性があり、改訂を知らないままであ
る可能性が示された。したがって，感染対策
マニュアルは，改訂ごとに改訂内容に関する
情報を正しく頻繁に発信する必要性が示唆
された。また、手指衛生の研修の際には、実
際に使用されている院内の感染対策マニュ
アルの具体的な内容を示すようなプログラ

ランク 前 後 3カ月 6カ月 12カ月

正しい Ⅰ 0 0 0 0 0
Ⅱ 0 0 1 1 0
Ⅲ 0 0 0 0 0
Ⅳ 0 0 0 1 0
Ⅴ 0 0 0 0 1
Ⅵ 0 0 0 0 0

小計 0 0 1 2 1
まあまあ Ⅰ 0 3 0 1 0

Ⅱ 3 4 6 2 3
Ⅲ 2 10 12 20 13
Ⅳ 7 14 8 8 17
Ⅴ 0 1 6 2 5
Ⅵ 0 0 0 0 0

小計 12 32 32 33 38
わからない Ⅰ 0 0 0 1 0

Ⅱ 3 3 1 0 2
Ⅲ 1 1 2 1 2
Ⅳ 1 7 0 3 4
Ⅴ 2 1 4 0 1
Ⅵ 0 0 0 0 1

小計 7 12 7 5 10

合計 19 44 40 40 49

ランク 前 後 3カ月 6カ月 12カ月

ある Ⅰ 0 2 0 1 0
Ⅱ 0 4 2 0 2
Ⅲ 1 3 7 6 5
Ⅳ 3 11 10 3 6
Ⅴ 1 2 0 1 2
Ⅵ 0 0 0 0 0

小計 5 22 19 11 15
ない Ⅰ 0 0 0 1 0

Ⅱ 6 2 5 1 3
Ⅲ 1 5 5 9 10
Ⅳ 2 9 6 7 10
Ⅴ 1 0 0 1 4
Ⅵ 0 0 0 0 0

小計 10 16 16 19 27
わからない Ⅰ 0 1 0 0 0

Ⅱ 0 1 1 2 0
Ⅲ 1 3 2 6 1
Ⅳ 3 1 2 2 5
Ⅴ 0 0 0 0 1
Ⅵ 0 0 0 0 0

小計 4 6 5 10 7

合計 19 44 40 40 49



 

 

ム構成によって認知度を高める重要性があ
ると考えられた。 
 
表 6. 感染対策マニュアルに関する認識の経時的

変化と洗浄度との関連 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 (6)看護職によるスタンダードプレコーシ
ョンの実践において、継続困難な項目や要因
および試作ガイドラインの修正点 

 「日本における看護職によるスタンダード
プレコーションの実践の普及に関する介入
研究」（課題番号：19592444）において、看
護職によるスタンダードプレコーションの
実践に対する教育・推進活動を促進できるガ
イドラインの主軸を示したが、本研究におい
ては、いくつかの継続困難な項目や要因が抽
出された。これらをふまえ、感染予防対策へ
の指針として、試作ガイドラインの修正点を
以下に挙げることができる。 

①感染予防対策の研修について，一度で終わ
るのではなく、3～6 カ月ごとに年齢層による
クラス別研修を繰り返し行うなど、定期的な
研修が必要である。特に、感染予防対策の研
修は、若年層には 6カ月程度ごとに繰り返し、
熟練層には 3カ月ごとに追加の研修を実施す
ることを推奨する。 
②効果的な手洗いの実践が継続できるよう
に，手指衛生に関する研修では、6カ月を目
途に再度実施し、手技に対する自信を継続で
きるよう、洗浄度を数値で示す。 
③すり込み式手指消毒剤の使用を普及する
ためには，効果に関する認知度の向上を行う
ために、効果の具体的内容を説明し、繰り返
し、研修の内容に組み込む。 
④感染予防対策マニュアルの内容の普及と
改訂に関する情報を頻繁に流す 

感染対策マニュアルは，改訂ごとに改訂内
容に関する情報を正しく頻繁に発信し、手指
衛生の研修の際に、実際に使用されている院

内の感染対策マニュアルの具体的な内容を
示しながら、プログラムを構成して、マニュ
アルへの認知度を高める。 
 
(7)得られた成果の国内外における位置づけ
とインパクト 
感染予防対策については，スタンダード・

プリコーションとして、CDC（米国疾病管理
センター）や各医療機関から感染予防対策マ
ニュアルなどが存在するが，看護職の行う具
体的な予防対策を推進し継続するための研
修についての研究は，国内外でも希少である
といってよい。特に，大規模な医療機関には，
感染予防対策委員会が設置され，機能してい
るが，医療機関の多くを占める中小規模病院
において，既存の感染予防対策マニュアルに
加え，それらの継続と普及が，全体的な院内
感染発生の減少に貢献し，しいては医療費の
削減にも効果があると思われる。特に，医療
職の中で多数を占める看護師に対する手洗
いに関する研修では，今まで広く活用されて
きた培養法や手洗い試験液に代わり，ふき取
り検査による手洗いの効果判定から，年齢や
認識との関連を示したことは、注目すべき成
果となり、院内感染の減少に大きな効果をも
たらすことが期待される。 
 本研究で得られた成果は，看護職の感染予
防対策を継続させる研修内容を具体的に抽
出し検討したものであり，このような成果は
国内外をみても独創的かつ実践性の高いも
のである。 
 今後は，明らかとなった試作ガイドライン
の修正点を実際に研修として開催し、効果の
継続性を検証するとともに、対象者の数を増
やすことが課題である。 
 また，本研究の成果は，今後，看護学領域
及び病院管理における学会に報告する予定
である。 
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ランク 前 後 3カ月 6カ月 12カ月 χ 2 P

マニュアルを読んだことが Ⅰ 0 3 0 2 0
ある Ⅱ 6 6 7 2 5

Ⅲ 3 11 12 20 15 35.06 0.020 *
Ⅳ 7 18 17 10 18
Ⅴ 1 1 0 2 7
Ⅵ 0 0 0 0 1

小計 17 39 36 36 46
ない Ⅰ 0 0 0 0 0

Ⅱ 0 1 1 1 0
Ⅲ 0 0 2 1 0
Ⅳ 1 3 1 2 3
Ⅴ 1 1 0 0 0
Ⅵ 0 0 0 0 0

小計 2 5 4 4 3
合計 19 44 40 40 49

マニュアルの改訂間隔を Ⅰ 0 1 0 0 0
知っている Ⅱ 3 2 3 1 1

Ⅲ 0 2 1 5 4 22.58 0.31
Ⅳ 1 2 3 4 8
Ⅴ 0 1 0 0 2
Ⅵ 0 0 0 0 1

小計 4 8 7 10 16

知らない Ⅰ 0 2 0 2 0
Ⅱ 3 5 5 2 4
Ⅲ 3 9 13 16 11
Ⅳ 7 19 15 8 13
Ⅴ 2 1 0 2 5
Ⅵ 0 0 0 0 0

小計 15 36 33 30 33

合計 19 44 40 40 49


